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労働組合組織状況 

 

(1) 概 要 
  神奈川県かながわ労働センターが行った労働組合基礎調査によると、平成 27 年 6 月 30 日

現在における市内単位労働組合数は 51 組合、組合員数は 8,782 人で、推定組織率（市内推定

雇用者数に占める組織労働者の割合）は 13.5％となっている（前年に比べて 0.5 ポイント上

昇）。 

  県内では、労働組合数は 2,526 組合、組合員数は 594,155 人で、推定組織率は 17.4％とな

っている。 

 

 

 

（注１） 推定組織率については、下記の算式により算出している。 

 

※推定組織率（%）＝（労働組合員数／推定雇用者数）×100 

 

（注２） 推定組織率の算出に用いる「推定雇用者数」の算出基盤となる数値として平成 22 年度まで

これまで使用してきた『事業所・企業統計調査』が中止となったことから、平成 23 年から

推定雇用者数の算出にあたっては、『経済センサス・基礎調査』をもとに算出している。 

 

（注３） 平成 26 年の推定組織率は、『平成 21 年経済センサス・基礎調査』をもとに算出した推定雇

用者数から算出しているが、平成 27 年の推定組織率は、『平成 26 年経済センサス・基礎調

査』（平成 26 年 7 月 1 日現在）をもとに算出した推定雇用者数から算出している。 
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(2) 市内企業規模別組織状況 

  従業員数で分類した企業規模別の組合数をみると、「5,000 人以上」の企業が 17 組合（全

体の 33.3％）で最も多く、次いで「30～99 人」が 10 組合、「1,000～4,999 人」が 7 組合と

なっている。 

これを組合員数でみると、「5,000 人以上」が 4,560 人（全体の 51.9％）で最も多く、次い

で「1,000～4,999 人」が 1,754 人、「500～999 人」が 1,428 人となっている。 

 

           平成 27 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 組合員数 

総 数 51 8,782 

 29 人以下 6 111 

30～99 人 10 292 

100～499 人 - - 

500～999 人 6 1,428 

1,000～4,999 人 7 1,754 

5,000 人以上 17 4,560 

その他、国公営 - - 

        神奈川県かながわ労働センター 

 

 

(3) 市内産業別組織状況 

  産業別の組合数をみると、「運輸業、郵便業」が 16 組合（全体の 31.4％）で最も多く、次

いで「製造業」が 10 組合、「教育・学習支援業」が 7 組合となっている。 

  これを労働組合員数でみると、「製造業」が 3,636 人（全体の 41.4％）で最も多く、次い

で「学術研究・専門サービス業」1,558 人、「情報通信業」1,091 人、「運輸業、郵便業」896

人となっている。 

                                               平成 27 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 51 7,188 1,594 8,782 

 製造業 10 3,206 430 3,636 

情報通信業 2 950 141 1,091 

運輸業、郵便業 16 821 75 896 

卸売業､小売業､金融業､保険業 4 104 325 429 

学術研究、専門サービス業 4 1,308 250 1,558 

教育、学習支援業 7 127 81 208 

医療、福祉、複合サービス業 6 371 131 502 

公務 2 301 161 462 

神奈川県かながわ労働センター 
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(4) 県内パートタイム労働者の組織状況 

  県内の労働組合のうち、パートタイム労働者（1 日の所定労働時間、または 1 週間の所定

労働日数が、勤務する事務所の一般労働者より短い者）の労働組合員がいる労働組合数は 450

組合（全組合数に占める割合 17.8％）、パートタイム労働者の労働組合員数は 50,642 人（全

組合員数に占める割合 8.5％）となっている。前年と比較すると、労働組合数で 16 組合の増

加、労働組合員数で 10,861 人の増加となっている。 

  産業別にパートタイム労働者の労働組合員数をみると、「卸売業、小売業」が 21,186 人で

最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」17,402 人、「複合サービス事業」が 3,321 人

の順となっている。 

  前年と比較して、パートタイム労働者の労働組合員数が増加した主な産業は「宿泊業､飲食

サービス業」、「複合サービス事業」など 8 産業であり、減少した主な産業は｢卸売業、小売業｣､

「製造業」など 6 産業（分類不能の産業を除く）であった。 

 

○ 県内企業規模別パート組織状況 

平成 27 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 450 16,990 33,652 50,642 

 29 人以下 8 6 30 36 

30～99 人 42 210 121 331 

100～299 人 44 401 269 670 

300～499 人 11 36 205 241 

500～999 人 36 299 1,061 1,360 

1,000～4,999 人 34 899 5,643 6,542 

5,000 人以上 181 9,704 17,887 27,591 

その他 43 3,832 7,005 10,837 

国公営 51 1,603 1,431 3,034 

神奈川県かながわ労働センター 
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○ 県内産業別パート組織状況 

                                                 平成 27 年 6 月 30 日現在 

区 分 組合数 
組合員数 

男 女 計 

総 数 450 16,990 33,652 50,642 

 漁業、製造業 25 142 325 467 

電気・ガス・熱供給・水道業 8 196 38 234 

情報通信業 10 835 163 998 

運輸業、郵便業 48 704 102 806 

卸売業、小売業 134 2,502 18,684 21,186 

金融業、保険業 23 13 474 487 

学術研究、専門・技術サービス業 7 48 66 114 

宿泊業、飲食サービス業 10 8,091 9,311 17,402 

生活関連サービス業、娯楽業 4 6 175 181 

教育、学習支援業 35 595 702 1,297 

医療、福祉 54 117 997 1,114 

複合サービス事業 28 2,324 997 3,321 

サービス業（他に分類されないもの） 10 596 793 1,389 

公務 24 717 615 1,332 

分類不能の産業 30 104 210 314 

神奈川県かながわ労働センター 


